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○ 各種統計データを用いて地価や土地取引等の動向を紹介し、直近一年間の不動産市場の動向を総括【第１章】

○ 土地を巡る状況を踏まえ、毎年テーマを設定し、分析。

土地に関して、政府が

 平成２５年度に講じた基本的施策

 平成２６年度に講じようとする基本的施策

・ 土地に関する情報の整備

・ 土地の有効利用等の推進 等 について紹介。

土地白書は土地基本法第１０条に基づき毎年国会に提出。以下の三部で構成。

第２部
土地に関して講じた施策

第３部
土地に関して講じようとする施策

第１部
土地に関する動向

テーマ１ ： 資産デフレから脱却しつつある不動産市場の変化【第２章】

① 回復しつつある地価動向の特徴
② 不動産投資市場の動向 等

テーマ２ ： 低・未利用地の有効利用による地域価値の向上【第３章】

① 経済社会構造の変化と低・未利用地の増加
② 低・未利用地の有効利用を地域価値の向上に結びつける戦略的な取組

平成２６年版土地白書分析テーマ

p.４～７

p.８～１０

p.２～３

p.１１

土地白書のポイント
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

平成26年版土地白書について

国土交通省 土地・建設産業局

参事官（土地市場担当） 河田 浩樹

平成26年7月9日
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資料：法務省「法務統計月報」

第１部第１章 平成２５年度の地価・土地取引等の動向②

➣ 被災３県では、住民の移転需要や復旧・復興事業の進展により、土地需要が拡大し、
地価の回復傾向や土地取引の増加が見られる。

岩手県、宮城県、福島県の土地取引の動向（前年同月比）

（％）

２４公示 ２５公示 ２６公示 ２４公示 ２５公示 ２６公示

岩手県 ▲ 4.8 ▲ 2.7 ▲ 0.9 ▲ 7.0 ▲ 4.8 ▲ 3.5

宮城県 ▲ 0.7 1.4 2.5 ▲ 3.9 0.0 1.7

福島県 ▲ 6.2 ▲ 1.6 1.2 ▲ 7.2 ▲ 3.2 ▲ 0.5

全　国 ▲ 2.3 ▲ 1.6 ▲ 0.6 ▲ 3.1 ▲ 2.1 ▲ 0.5

　 　

　 　  

　　　　　  

　 　

　　　　　

　　　　　

　

住宅地 商業地

岩手県、宮城県、福島県の年間の地価変動率の推移

      

  

     

　       

資料：国土交通省「地価公示」

注１　：　東日本大震災による被害が甚大であった地域は選定替のため調査地点なし。

注２　：　福島県では、平成25 年１月１日現在で原子力災害対策特別措置法により設定された警戒区域等に存する標準地に

　　　　　ついての調査を休止した（休止は警戒区域、計画的避難区域及び避難指示解除準備区域内の17 地点）。

注３　：　24公示…平成24年地価公示（平成23年1月1日～平成24年1月1日の変動率）。

　　　　　25公示…平成25年地価公示（平成24年1月1日～平成25年1月1日の変動率）。

　　　　　26公示…平成26年地価公示（平成25年1月1日～平成26年1月1日の変動率）。

注４　： 前年よりも下落率縮小・上昇率拡大 前年よりも下落率拡大

いずれの県でも地価は回復傾向。宮城県
では住宅地、商業地とも上昇率が拡大。
福島県の住宅地は下落から上昇に転換。

5 7

25

いずれの県でも土地取
引は活発になっている

前年よりも上昇率拡大（下落率縮小） 前年よりも下落率拡大

3

➣ 地価や土地取引の動向を見ると、不動産市場は経済対策、金融政策等の効果を背景に、
回復の動きが鮮明となり、市場は活性化している。

第１部第１章 平成２５年度の地価・土地取引等の動向①

住宅着工も増加
（データ出典：法務省「登記統計」より作成）
※東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。名古屋圏：愛知県、三重県。大阪圏：大阪府、京都府、兵庫県。
地方圏：上記以外の地域。

地価変動率の推移
東京23区、大阪府は「活発」が多数派

企業の現在の土地取引状況の判断に関するDI

前年からの変動率(住宅地) 前年からの変動率(商業地)
22
公示

23
公示

24
公示

25
公示

26
公示

22
公示

23
公示

24
公示

25
公示

26
公示

全 国 ▲ 4.2 ▲ 2.7 ▲ 2.3 ▲ 1.6 ▲ 0.6 ▲ 6.1 ▲ 3.8 ▲ 3.1 ▲ 2.1 ▲ 0.5

三大都市圏 ▲ 4.5 ▲ 1.8 ▲ 1.3 ▲ 0.6 0.5 ▲ 7.1 ▲ 2.5 ▲ 1.6 ▲ 0.5 1.6

東 京 圏 ▲ 4.9 ▲ 1.7 ▲ 1.6 ▲ 0.7 0.7 ▲ 7.3 ▲ 2.5 ▲ 1.9 ▲ 0.5 1.7

大 阪 圏 ▲ 4.8 ▲ 2.4 ▲ 1.3 ▲ 0.9 ▲ 0.1 ▲ 7.4 ▲ 3.6 ▲ 1.7 ▲ 0.5 1.4

名古屋圏 ▲ 2.5 ▲ 0.6 ▲ 0.4 0.0 1.1 ▲ 6.1 ▲ 1.2 ▲ 0.8 ▲ 0.3 1.8

地 方 圏 ▲ 3.8 ▲ 3.6 ▲ 3.3 ▲ 2.5 ▲ 1.5 ▲ 5.3 ▲ 4.8 ▲ 4.3 ▲ 3.3 ▲ 2.1

資料: 国土交通省「地価公示」

注: 前年よりも上昇率拡大（下落率縮小） 前年よりも下落率拡大

商業地)前年からの変動率

公示
22

全国の地価は依然として下落しているもの
の下落率は縮小している。なお、三大都市

圏では６年ぶりに上昇に転じている。

圏域別新設住宅着工戸数の推移

資料：シービーアールイー株式会社「オフィス・マーケット・レポート」より作成

東京23区、大
阪市とも空室
率は低下傾向

全ての圏域で着工
戸数は増加

0.0
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東京23区

大阪市

（％）

平成20年 21 22 23 24 25

東京23区、大阪市におけるオフィスビル空室率の推移

平成19年 20 21 22 23 24 25 資料：国土交通省「建築着工統計」

（万戸）

資料：国土交通省「土地取引動向調査」
注１：DI＝「活発」－「不活発」
注２：「活発」、「不活発」の数値は、「活発」と回答した企業、「不活発」と回答した企業の全有効回答数に対

するそれぞれの割合（％）。
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最近の地価は、土地の収益性や利便性を重視した実需による変動となっている。

第１部第２章第１節 回復しつつある地価動向の特徴②

地価水準と変動率の関係
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収益性、利便性の向上
が見込まれる地点で上

昇率が大きい

広島市中心部（中区・東区）－商業地

再開発事業等により収

益性の向上が見込まれ
る広島駅周辺の地点

収益性に優れた高価格地点

資料：国土交通省「地価公示」

土地の評価についての国民意識
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非常に好ましい まあ好ましい 一概にはいえない

わからない あまり好ましくない 全く好ましくない

（年度）

（％）
土地の評価が収益性や利便性で
決まることについて好ましいと

考える国民の割合が増加

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」

今後の地価動向については、実体経済と連動した適度な地価の上昇により、デフレ経済脱却につながるこ
とを期待。地価公示、不動産価格指数等を活用しつつ、その動向を引き続き注視していくことが必要。

五輪開催で利便性の向上が見込まれる湾岸エリアの地点

5

➣ 三大都市圏では、中心部から周辺部へ地価上昇の動きが拡大しているが、地方圏では、限
られた地域での上昇にとどまっており、下落が続いている地域との動きの違いが見られる。

第１部第２章第１節 回復しつつある地価動向の特徴①

三大都市圏の地価動向

【三大都市圏（全用途）】

資料：国土交通省「地価公示」

【地方圏（全用途）】

地方圏の地価動向

【平成26年地価公示：
東京圏（商業地）】

東京圏の市区町村別地価変動率（商業地）の状況

上昇・横ばい・下落地点の推移

九州北部の市区町村別地価変動率（商業地）の状況
【平成26年地価公示：
九州北部（商業地）】

上昇・横ばい・下落地点の推移
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第１部第２章第１節 北海道札幌市[住宅地]における地価動向

 人気の高い中央区円山地区、西18丁目駅周辺地区等の利便性や居住環境が良好な地域におい
て、地価が上昇する傾向が見られる。

地点別の地価と変動率 価格帯別の平均地価変動率
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0.78
1.02

2.55

3.90

7.40

-2.00

-1.00

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

3万円未満 3万円以上

5万円未満

5万円以上

7万円未満

7万円以上

10万円未満

10万円以上

15万円未満

15万円以上

地
価
変
動
率
（
％
）

公示地価（円/㎡）
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資料：国土交通省「地価公示」より作成
注：地図は国土地理院「電子国土」を利用している。

資料：国土交通省「地価公示」より作成
注：平成26年地価公示の結果より、札幌市の住宅地における地点別に公示地価

と平均変動率を集計したもの。

利便性や居住環境が良好
な地域として、マンショ
ン用地需要等を背景に、
高い地価上昇率を記録

元々の地価が高い地点
ほど、平均地価変動率

が高くなっている
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第１部第２章第１節 東京都中央区[商業地]における地価動向

 銀座周辺は7.7％と、それ以外の地域の3.8％に比べて高い地価上昇率を記録した。
 中央区の中でも、特に収益性、利便性に優れた地価が高い地域において、相対的に地価上昇率
が高くなる傾向が見られる。

地点別の地価と変動率 価格帯別の平均地価変動率

資料：国土交通省「地価公示」より作成
注：地図は国土地理院「電子国土」を利用している。

3.50 3.55

4.98

6.88

9.28

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

10.00

100万円未満 100万円以上

500万円未満

500万円以上

1,000万円未満

1,000万円以上

2,000万円未満

2,000万円以上

3,000万円未満

平
均
変
動
率
（
％
）

公示地価（円/㎡）
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資料：国土交通省「地価公示」より作成
注：平成26年地価公示の結果より、東京都中央区の商業地における地点別に公

示地価と平均変動率を集計したもの。

消費の回復傾向等により収益性が
向上した銀座周辺において、

相対的に高い地価上昇率を記録

元々の地価が高い地点ほど、平均
地価変動率が高くなっている
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売却金額

購入金額

買い越し（売り越し）金額

第１部第２章第２節 不動産投資市場の動向②

投資家タイプ別のＪリート売買状況
（兆円）

Jリートにおける海外投資家
の売買は大きく増加

 Ｊリートに対する海外投資家の評価は、景気の回復に伴う市場の活性化等により大きく
改善しており、Jリート市場における海外投資家の売買も活発化している。

我が国への投資額を増加する理由

海外投資家の我が国不動産投資市場の評価
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の存在

日本の評価ＤＩ（平成25年度） 日本の評価ＤＩ（平成22年度）

資料：国土交通省「海外投資家アンケート
調査」より作成

不動産市
場の成長
性の評価
は大きく

改善

資料：東京証券取引所公表資料より作成

 不動産投資市場を通じて国内外の資金を取り込むためには、市場の透明性の向上等を一層図ることが必要。
 ヘルスケア施設等の新たなニーズに対応した投資対象の多様化や、地方圏への投資の促進が必要。

資料：国土交通省「海外投資家アンケート調査」

全体として
評価は高

まっている

税優遇等の不動産投資における

インセンティブの充実度

年度）

市場の透明性
に関する評価
は大きく改善海外投資家が我が国

への投資額を増額す
る理由として、市場
の活性化等を重視
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 Ｊリートは、資産取得額が過去最高を記録するとともに、住宅、物流・倉庫など投資分
野の多様化が進んでいる。

第１部第２章第２節 不動産投資市場の動向①

Ｊリートの資産取得額の推移

資料：一般社団法人不動産証券化協会公表資料より作成

（兆円）

平成25年におけるJリー
トによる資産取得額は
約2.2兆円で過去最高

資料：（株）都市未来総合研究所「不動産売買実態調査」より作成
注：割合は、上場企業やＪリート等による取得件数に占める、Ｊリートの取得件数の割合。

上場企業等の不動産取引に占めるＪリートの割合

約４割はJリート
による購入物件

Ｊリートの用途別の取得実績の推移
【Ｊリート】 【Ｊリート】 【USリート】

圏域別のＪリートの物件取得数の推移

資料：一般社団法人不動産証券化協会提供資料及びNAREIT REITWatchより作成

資料：一般社団法人不動産証券化協会提供資料より作成

平成26年３月末

Ｊリートが取得する資産の用途は年々多様化しているが、
米国ではﾍﾙｽｹｱ施設を対象とするリートが約１割存在
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20.0

25.0

0

100

200

300

400

平成21年 22 23 24 25
三大都市圏 地方圏 地方圏の物件取得の割合

（件） （％）
地方圏での物件取得数は増加傾向だが、

三大都市圏と比べるとまだ少ない状況にある。

260 453

546
788

0%
4%

7%

17%
23%

43% 44%

37%

18%

14% 16%

26%
32%

37%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

500

1,000

1,500

平成

12年

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

Ｊリート（件） Ｊリート以外（件） Ｊリートの割合（右軸）

（件）

オフィス, 

47%

商業施

設, 19%

住宅, 18%

物流・倉

庫, 10%

ホテル・

旅館, 3%
その他, 

3%

平成26年３月末
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➣ 人口減少、高齢化の進行や産業構造の変化は土地の需給構造に大きな影響を及ぼす。
➣ 医療・福祉や物流などの分野では、土地に対する需要は増加している。

第１部第３章第１節 経済社会構造の変化と低・未利用地の増加①

業種別国内総生産の推移と単位面積当たりの付加価値年齢階層別の将来人口の推移

資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」より作成

資料：国土交通省
「建築着工統計」

注: 「大規模な倉庫」は
床面積が20,000㎡
以上の倉庫

医療・福祉用施設、大規模な倉庫
の着工床面積の推移

今後の土地利用については、中長期的な土地需給の変化を踏まえた取組が重要。

1,680 1,583 1,457 1,324 1,204

1,978 1,859 1,779 1,701 1,603

2,687 2,551 2,216 1,701 1,875

3,438
3,272

3,345

3,385 3,295

2,925
3,395

3,612

3,657 3,685

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2010 2015 2020 2025 2030

0～14 15～29 30～44 45～64 65～

12,806

11,662

（万人）

12,660 12,410
12,066

総人口は
2010年比約

９％減少

65歳以上の
高齢者は

2010年比約
26%増加

住宅一次取得
者層を構成す
る30～44歳
人口は2010
年比約30%

減少

26.70
19.61

64.73
73.24

0

20

40

60

80

0

200

400

600

その他 第三次産業
製造業 製造業の割合（右軸）
第三次産業の割合（右軸）

平成
２年

7 12 17 22

（兆円） （％）

0 200 400 600 800

製造業

情報通信業

運輸業

卸売・小売業

サービス業 （製造業＝100）

資料：国土交通省「法人土地基本調査」（平成20年）、
財務省「法人企業統計」（平成19年）より作成

注：１社あたりの付加価値額を１社あたりの事業用土地等
（棚卸資産を除いた土地）で除して計算したもの

4,679

7,475

10,949

9,310

10,696

1,128 813
1,877 2,070 2,426

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成21年 22 23 24 25

医療・福祉用施設 大規模な倉庫
（千㎡）

業種別国内総生産の推移 産業別単位面積当たり付加価値
0 200 400 600 800

400
土地を広く利
用する製造業
からあまり利
用しない第三
次産業へ産業
構造が転換

資料：内閣府「国民経済計算」より作成
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第１部第２章第３節 物流施設を巡る動向

 電子商取引市場の規模拡大、既存倉庫の老朽化等を背景に、近年、大規模かつ高機能な
物流施設に対する需要が拡大している。
 平成25年には、物流施設の不動産証券化が大きく増加した。

消費者向け電子商取引市場の規模

建築時期別に見た倉庫ストック

昭和55年以

前

51,100件
43.5%

昭和56年以

降

65,100件
55.4%

不詳

1,260件
1.1%

昭和55年以前

昭和56年以降

不詳

資料 : 国土交通省「平成20年法人建物調査」

Ｊリートによる倉庫の取得件数の推移

8 9 14
5 2 4 5

23

90

0

20

40

60

80

100
（件）

資料：一般社団法人不動産証券化協会調べを基に国土交通省作成

大規模物流施設の例

資料：経済産業省「平成24年度我が国情報経済社会における基盤整備（電子商取引に関する市場調査）」より作成

「プロロジスパーク座間」

 敷地面積約５万㎡超、５階建ての大規模物流施設。
 上層階へのトレーラーによる直接乗り入れ等により、

高い荷さばき能率の発揮を実現。
 約1,600人の従業員を雇用するなど、多くの雇用創出を実現。

3.46 
4.39 

5.34 
6.09 

6.70 

7.79 
8.46 

9.51 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

平成17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年

（兆円）

過去最高の90件
を記録

全体の約４割は、
旧耐震基準の時代
に建築されたもの

約3.5兆円(平成17年)から
約9.5兆円(平成24年)へ急拡大

資料：(株)プロロジス
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（データ出典：紫波町資料）

➣ 低・未利用地の有効利用をまちづくり施策等と連携させることにより、地域の活性化に
結びつけようとする取組が各地で進められている（地域価値の向上）。

第１部第３章第２節 低・未利用地の有効利用を地域価値の向上に結びつける戦略的な取組

官民連携の仕組みづくり、土地情報の整備、人材の育成・活用等により各地域の意欲的な取組を促進して
いくことが重要。

未利用公有地を有効利用した地域拠点の整備
（岩手県紫波町「オガールプラザ」）

• ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全体の企画を担い、民間活力を
誘導する主体として、官民共同出資のまち
づくり会社を設立。

• 「地域価値の向上」を共通理念に、町民の
意見・提案等を取り入れながらまちづくり
会社が全体像を設計。

• 施設の整備にあたっては、建設・管理の
ための特別目的会社(SPC)を設立し、
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ手法を活用して、事業が
生み出すテナント料収益を裏付けとした出資※、融資により
資金調達。
人を引きつける、という視点を重視し、集客力のある施設
（図書館、マルシェ等）が集積した地域拠点（オガールプラザ）
を整備（平成24年）

【整備前】

【整備後： オガールプラザ】

低・未利用の町屋・蔵を有効利用した商業地の再生
（長野県長野市「ぱてぃお大門蔵楽庭」）

【集客等の実績】

・ 開業後1年間に来訪者数

70万人を達成

・ 雇用105名創出

資料：紫波町資料

官民連携による取組

※一般財団法人民間都市開発推進機構等からの出資

【 「ぱてぃお大門蔵楽庭」周辺の空き店舗の推移】

• 事業主体として官民共同出資のまち
づくり会社を設立。

• 複数の地権者と会社が定期借地権契約
を締結。

• 補助金、融資を活用して町屋、蔵群
の改修や街区整備を実施

• 街づくり協定や景観条例と連携
• 店舗の賃料によりまちづくり会社が街区を維持・管理

カフェ等の店舗と改修された蔵群による魅力的な商業地区
（ぱてぃお大門蔵楽庭）に再生（平成17年）

【ぱてぃお大門蔵楽庭の様子】

【若者達の取組により空き店舗がシェアオフィス
やカフェに再生】 ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｽﾍﾟｰｽOPEN

官民連携による取組

取組の効果

 商業地の衰退傾向に歯止め（直接的効果）
 「ぱてぃお大門蔵楽庭」等に触発された若者達による空き店舗

の有効利用の取組が拡大（７、８年後の波及効果）

資料：長野市資料より作成

取組の効果

 オガールプラザの整備に伴い、
周辺での住宅建設が相次ぎ、
町の人口が増加に転じた。

く ら に わ

【地価動向の概況】

資料：OPEN LLP資料

※旧中心市街地活性化法
に基づくTMO

31 26 29 29 25
19

9.2 8.1 8.6 8.6
7.3

5.5

0

5

10

0

20

40

平成19年 21 22 23 24 25

空き店舗数 空き店舗率（％）（右軸）
（店舗数）

（％）
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 土地の需給構造の変化に伴い、空き地や空き家等の低・未利用地が増加している。
 低・未利用地の増加は、地域の土地問題の中で最も大きな問題と認識されている。

第１部第３章第１節 経済社会構造の変化と低・未利用地の増加②

空き家数及び空き家率（種類別）の推移

人口増減率別の空き地の増減状況（過去10年間の変化）

「身近に感じる土地問題」に関する国民の意識

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」

低・未利用地の問題に対する国民の意識

14 22 30 37 42 50 41

157 
183 

234 
262 

352 
398 

448 

98 
125 

131 
149 

182 

212 

268 

7.6
8.6

9.4 9.8

11.5
12.2

13.1

0

2

4

6

8

10

12

14

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008

その他の住宅

賃貸用又は売却用の住宅

二次的住宅

空き家率

(％)

268
330

394
448

576
659

757

(万戸)

1.27倍1.50倍1.49倍

資料：総務省「住宅・土地統計調査」より作成
・二次的住宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
・賃貸用又は売却用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸又は売却のために空き家になっている住宅
・その他の住宅：上記の他に人が住んでいない住宅で，例えば，転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建替えなどの

ために取り壊すことになっている住宅など

資料：国土交通省「人口減少下における低・未利用地に関する意識及び不動産の承継に関する意識調査」（平成25年度）

今後増加することが見込まれる低・未利用地について、所有と利用の分離や用途の転換等によって有効利
用を図っていくことが必要（不動産価値の向上）。

15.2%

34.7%

51.8%

59.1%

48.3%

54.5%

47.1%

43.9%

38.1%

43.4%

30.3%

18.2%

4.3%

2.8%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10%以上

0～10%

-10～0%

-10%未満

合計

空き地の過去10年間の変化

人
口
増
減
率

増加している ほとんど変わらない 減少している
資料：国土交通政策研究所「空地等の発生実態と対処状況に関する全国市町村アンケート調査」（平成25年度）

0 10 20 30 40 50

平成17年度調査

平成25年度調査

空き家・空き地や閉鎖された店舗などが目立つこと

老朽化した建物の密集等、災害時の不安が大きいこと

手入れされていない農地や山林が増えること

特に身近に感じる問題はない

住宅価格が高いこと
地価がその土地の収益性や利便性の評価

により決まり、格差がでてきていること

景観や街なみが乱れていること

相続時に土地が細分化されること

依然として地価が下がっていること

一部地域で地価が上がっていること

住宅価格が下がっていること

0 10 20 30 40 50

空き家・空き地の問
題をあげる割合が最
も大きく、かつ増加

傾向にある

12.2

6.1

8.8

8.5

7.6

32.1

26.6

25.0

22.9

22.8

49.0

62.2

62.1

64.9

66.3

4.8

3.7

2.8

2.4

2.1

より悪化している 悪化しつつある 変化は見られない 改善しつつある より改善している 全体として
問題が悪化
していると
の認識。特
に中心商業
地の空洞化
についての
懸念が示さ
れている。

既存の中心商業市街地の空洞化
（空き地や空き家の増加等）

ニュータウン等の空洞化
（空き地や空き家の増加等）

耕作放棄地の増加

管理放棄されて
荒廃した山林の増加

所有者が不明な不動産の増加

60%

全体として空き地が増加。人口減
少率の大きい地域ほど増加が顕著

昭和53年 昭和58年 昭和63年 平成5年 平成10年 平成15年 平成20年

12
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ヘルスケアリートの創設に向けた取組
について

15

第２部・第３部 土地に関する基本的な施策

第２部 土地に関して講じた施策

第３部 土地に関して講じようとする施策

➣ 第１章 土地に関する基本理念の普及等

➣ 第２章 土地に関する情報の整備

国土調査の推進、国土に関する情報の整備、登記制度の整備等

➣ 第３章 地価動向の的確な把握等

地価公示、不動産取引価格情報の提供、不動産鑑定評価の充実等

➣ 第４章 不動産市場の整備等

不動産取引・投資市場の整備、土地税制における対応、国際展開支援

➣ 第５章 土地利用計画の整備・充実等

➣ 第６章 住宅対策等の推進

➣ 第７章 土地の有効利用等の推進

地域活性化・都市再生の推進、低・未利用地の利用促進等

➣ 第８章 環境保全等の推進

農地・森林・河川流域の適正な保全・利用の確保等

➣ 第９章 東日本大震災と土地に関する復旧・復興施策

土地利用関連施策、住宅関連施策、土地情報関連施策、税制上の措置等
14



土地総合研究 2014年夏号182

投資対象の多様化に向けた取組み（ヘルスケアリートの活用に向けた環境整備）

○ 不動産証券化市場を拡大する観点から、投資対象を多様化することが重要。

○ Ｊリートによる取得資産は、オフィス、住宅、商業施設等が中心である。また、近年では、商業施

設、物流施設等地方への投資の展開が進んでいる。

○ 直近では我が国においても、ヘルスケアリート設立に向けた事業者の動きが見られる。

産業施設

4%

オフィス

11%

産業施設／

オフィス混合型

2%

商業・小売

25%

住宅

13%

分散型

9%

ホテル・リゾート

6%

ヘルスケア

11%

倉庫

6%

森林

5%
インフラ

8%

ＵＳリートＪリート

・ARES提供資料及びNAREIT REITWatchを基に国土交通省作成
・Ｊリートは用途別投資比率（2014年3月末日時点）、
ＵＳリートは用途別銘柄の時価総額比率（2014年3月末日時点）

オフィス
47%

住宅
18%

商業施設
19%

物流・倉庫
10%

ホテル・

旅館
3%

底地
2%

その他
1%

ヘルスケアリート設立の動き

※各社報道発表資料等により国土交通省作成

資産運用
会社

大和ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ･
ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ(株)

ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｼﾆｱﾘﾋﾞﾝｸﾞ･
ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(株)

ﾍﾙｽｹｱｱｾｯﾄﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ(株)

ｽﾎﾟﾝｻｰ
大和証券ｸﾞﾙｰﾌﾟ本
社

・新生銀行
・ｹﾈﾃﾞｨｸｽ
・長谷工
・三菱UFJ信託銀行
・LIXILｸﾞﾙｰﾌﾟ
・損害保険ｼﾞｬﾊﾟﾝ

・三井住友銀行ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ

・NECｷｬﾋﾟﾀﾙｿ
ﾘｭｰｼｮﾝ

・ｼｯﾌﾟﾍﾙｽｹｱHD

投資法人

日本ヘルスケア投
資法人
（平成26年3月運用
開始）

（設立準備中） （設立準備中）

想定資産
規模

上場時において
200～300億円程度

早期に1000億円
程度を目指す

上場時において
200億円

今後の上
場の目標
時期

平成26年秋以降 平成26年後半 未定

17

0
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100,000

120,000

140,000

160,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000
棟数（左軸） 戸数（右軸）

○ 総人口が減少する一方で、高齢者人口は、2010年から2020年の10年間で約700万人の増加、高齢者
単身・夫婦世帯は、約280万世帯増加することが予測されている。

○ 我が国は、高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合が欧米先進諸国と比べて相対的に小さく
（2005年に0.9％）、政府の「住生活基本計画」（平成23年３月）において、同割合を2020年に3～5％とす
る目標が掲げられている。

○ サービス付き高齢者向け住宅は、平成23年10月に登録開始。平成26年5月末時点で、約4,600棟、
約148,000戸が登録。また、有料老人ホームは、平成25年7月には約8,500施設、入居定員約350,000人
まで拡大。

2020年までに3～5%に
「住生活基本計画（H23.3）」

有料老人ホーム数の推移

2010年から2020年の10年間で、
高齢者人口：

約2,900万人→約3,600万人
高齢者単身・夫婦世帯：

約1,040万世帯→約1,320万世帯
（出所）国立社会保障・人口問題研究所

高齢者単身・夫婦世帯の増加
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（出所）厚生労働省老健局

サービス付き高齢者向け住宅の登録状況の推移

（国土交通省調べ）

（出所）社会保障国民会議サービス保障
（医療・介護・福祉）分科会（第８回）

高齢者人口の増加と高齢者向け住宅等の供給

（棟） （戸）

148,632戸

4,626棟
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ヘルスケアリート活用に向けたガイドラインに係る閣議決定について

第Ⅱ. ３つのアクションプラン
二．戦略市場創造プラン
テーマ１：国民の「健康寿命」の延伸
③病気やけがをしても、良質な医療・介護へのアクセスにより、早く社会に復帰できる社会
Ⅱ）解決の方向性と戦略分野（市場・産業）及び当面の主要施策
○ 安心して歩いて暮らせるまちづくり

① 民間資金の活用を図るため、ヘルスケアリートの活用に向け、高齢者向け住宅等の取
得・運用に関するガイドラインの整備、普及啓発等（来年度中）

※「健康・医療戦略」（平成２５年６月１４日大臣申合せ）２.（2）②ウにも同様の記述あり。

日本再興戦略-JAPAN is BACK-（平成２５年６月１４日閣議決定）

産業競争力の強化に関する実行計画 （平成２６年１月２４日閣議決定）

１．産業競争力の強化に関する実行計画
二．重点施策の内容、実施期限及び担当大臣（産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第６条第３項）
２．「戦略市場創造プラン」関連
（１）国民の「健康寿命」の延伸

施策項目：安心して歩いて暮らせるまちづくり

施策内容及び実施期限：高齢者向け住宅及び病院（自治体病院を含む）等を対象とするヘルスケアリート
の活用に関して、ガイドラインの策定等の環境整備を平成２６年度中に行う。

担当大臣：内閣総理大臣（内閣府特命担当大臣（金融）、国土交通大臣)

２．成長戦略進化のための今後の検討方針
Ⅱ．これまで成長産業と見做されてこなかった分野の成長エンジンとしての育成
１．社会保障の持続可能性確保と質の高いヘルスケアサービスの成長産業化
①医療・介護等の一体的サービス提供促進のための法人制度改革等

～中略～

自治体病院を含む病院を対象とするヘルスケアリート活用のため、ガイドライン策定等の環境整備
を平成２６年度中に行う。
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ＲＥＩＴ（投資法人）

有料老人ホーム・高齢者向け住宅等

利用者

投資家
（銀行、機関投資家等）

売却

不動産の保有
投融資

配当等

・投資法人から契約解除や賃料値上げ
を要求されるのではないか。

・同業他社に内部情報を開示される
のではないか。

・オペレータから賃料や利用料
を引き上げられるのではない
か。

・オペレータが十分な情報開示を
してくれないのではないか。

・オペレータや施設の評価が難しい。

・リスクに応じた収益を得ることが
できないのではないか。

利用料等

賃料

施設の利用

投融資による資金供給

オペレータ

不動産の使用

ヘルスケアリート関係者の懸念

○利用者、オペレータ、投資家それぞれの立場毎に、懸念事項が存在している。
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高齢者向け住宅等を対象とするヘルスケアリートの活用に係るガイドラインの概要

１．目的

○ 高齢者向け住宅等を対象とするヘルスケアリートの活用に係るガイドラインは、宅地建物取引業法（昭和
２７年法律第１７６号）第５０条の２等に基づく取引一任代理等の認可申請等に際して整備すべき組織体
制を示すとともに、ヘルスケア施設の取引に際し留意すべき事項を示すことを目的としている。

２．概要

○ 対象施設

サービス付き高齢者向け住宅
有料老人ホーム
認知症高齢者グループホーム

※なお、病院については、今後別途検討を行う予定。

○ 適用時期

平成２６年７月１日
（現にヘルスケア施設を運用対象としている資産運用会

社は平成２６年１０月１日、当該資産運用会社が新たなヘ
ルスケア施設の取得を行う場合はその取得の日）

○ 資産運用会社が整備すべき組織体制（認可要件）

次のいずれかにより、ヘルスケア施設の事業特性を十分
に理解している者を配置又は関与させること。

a．一定の経験を有する重要な使用人の配置
b．外部専門家からの助言
c．投資委員会等への外部専門家の配置 等

○ ヘルスケア施設の取引に際し留意すべき事項

◇利用者への配慮事項

･ ヘルスケアリートの仕組みの周知

･ ヘルスケア施設の適切な運営に係る関係法令や通知
等の確認、及び行政指導等への対応確保

◇その他

･ オペレータとの信頼関係の構築及び運営状況の把握

･ 情報の収集及び開示

○ 取引一任代理等の認可申請等における業務方法書へ
の記載事項

◇利用者の安心感の確保

◇ヘルスケア施設の取引等への専門家等の関与方法
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１．趣旨

高齢者向け住宅等を対象とするヘルスケアリートの活用に係るガイドライン検討委員会

○ 高齢化の進展に伴い、ヘルスケア施設の供給の拡大等が求められる中、ヘルスケアリート創設の環境
整備として、日本再興戦略（平成25年６月14日閣議決定）等を受け、国土交通省として、関係省庁との連
携の下、高齢者向け住宅等の取得・運用に関するガイドラインを策定するための検討委員会を開催。

３．委員及びオブザーバー

座 長 田村 幸太郎 牛島総合法律事務所 弁護士
委 員 今井 真祐（※） 一般社団法人不動産証券化協会 事務局長

栗原 美津枝 株式会社日本政策投資銀行 企業金融第６部長
小早川 仁 一般財団法人サービス付き高齢者向け住宅協会 理事
齋藤 理 長島・大野・常松法律事務所 パートナー弁護士
灰藤 誠 公益社団法人全国有料老人ホーム協会 理事 事務局長
平岩 千代子 ＮＰＯ法人シニアライフ情報センター 理事
松田 淳 ＫＰＭＧヘルスケアジャパン株式会社 取締役・パートナー
村木 信爾 公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会 常務理事
矢木 茂 企業年金連合会 年金運用部不動産担当部長
横田 雅之 株式会社東京証券取引所 上場推進部課長アセットファイナンス統括
吉原 竜二 一般社団法人投資信託協会 企画政策部次長

オブザーバー 三村 淳 金融庁監督局証券課長
髙橋 謙司 厚生労働省老健局高齢者支援課長
瀬良 智機 国土交通省住宅局安心居住推進課長
小林 靖 国土交通省土地・建設産業局不動産市場整備課長
久保田 誉 国土交通省土地・建設産業局不動産市場整備課不動産投資市場整備室長

（敬称略、五十音順）

２．開催日

○ 第１回 平成26年４月25日
○ 第２回 平成26年６月９日

（※）事務局長交代に伴い、第２回委員会より市井達夫委員から今井真祐委員へ交代。
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不動産ストックは約2,400兆円存在。
その有効利用は不動産業が担う。

○ 不動産業は、住宅、オフィス、物流施設整備等地域経済の骨格を作り上げている。
○ 不動産業がもたらす経済波及効果（生産誘発額、雇用誘発数）は非常に大きい。

◆生産誘発額： 約57兆円

◆雇用誘発数： 約416万人

国内総生産と不動産関連投資

不動産業が毎年直接生み出す需要は29兆円
国内総生産(GDP)の約5.8％に相当

不動産業の新規需要（建設投資29兆円（民間住宅投資15.2兆円、民間非住宅建設投資13.8兆円）と仮定）

・ 不動産業は、国民生活及び経済活動の基本となる器（住宅やオフィスなどの住環境、都市環
境）を提供する重要な役割を果たし、我が国経済の成長を支えてきた。

不動産ストックの規模

資料：内閣府「国民経済計算」、PRUDENTIAL REAL ESTATE INVESOTRS等より
国土交通省作成。

不動産
（法人所有、個人所有、

国・地方等の公的セク
ター所有）

法人所有不動産

（事務所、店舗、工
場、利厚生施設等）

収益不動産
（賃貸オフィス、

賃貸商業施設等）

証券化された不動産

約12兆円Ｊリート

（Ｊリートの保有する
不動産の総額）

約2,400兆円

約470兆円

約208兆円

約31兆円

民間非住宅
建設投資
13.8兆円

民間住宅
投資

15.2兆円

平成26年度
民間建設

投資
29兆円

平成26年度
国内総生産
500.4兆円

【新規需要】

資料：「平成26年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（平成26年１月24日閣議決定）、
(一財)建設経済研究所等「建設経済モデルによる建設投資の見通し」より作成。

不動産業が日本経済再生に果たす役割
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土地税制について
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土地税制の変遷

・ これまで、土地に係る税制は地価の動きに対応して、地価高騰期には課税強化、地価下落期には課税
軽減をしてきたところ。

・ バブル崩壊以降はほぼ一貫した長期的な地価下落に直面し、資産デフレ対策等のために各種特例を創
設。近年、徐々に縮減されつつも、不動産市場の活性化を下支え。
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土地については、取得、保有、譲渡のそれぞれの段階において、様々な課税がなされているが、
土地市場の活性化や土地の有効利用などを図る観点から、各種の特例措置が講じられている。

【登録免許税】 （国税）
土地の流動化を促進するため、売買による

所有権の移転登記の税率を軽減
税率：１.５％（本則：２％）

【不動産取得税】 （地方税）
土地の流動化を促進するため、土地に係る

不動産取得税の税率及び課税標準を軽減
税率：３％（本則：４％）
課税標準：宅地について１／２に軽減

【印紙税】（国税）
不動産譲渡契約書及び建設工事請負契約

書に係る税率を軽減
例） 契約金額1億円～５億円の印紙税額
（現行）8万円、（H.26年度～）6万円、（本則）10万円

【相続税】 （国税）
相続人が継続して居住等の用に供する小規

模住宅地を相続する場合、相続税上の評価額

を80％減額

【固定資産税】（地方税）
固定資産税額＝課税標準額（※）

×標準税率(1.4％）

※ 課税標準額は、固定資産評価額（地価
公示の７割を目安）に、住宅用地に係る軽減措
置や、負担調整措置等を行って算出

・住宅用地に係る軽減措置 等

【都市計画税】（地方税)
都市計画税額＝課税標準額（※）

×標準税率(0.3％）

※ 固定資産税と同様。

【所得税,住民税】（国税,地方税）
土地の細分化・切り売りを防止するため、個

人が土地を譲渡する場合には、他の所得と区
分し、譲渡所得に対し一律の税率で課税。
・短期所有（５年以下）

所得税３０％＋住民税９％
・長期所有（５年超）

所得税１５％＋住民税５％

【法人税】 （国税）
通常の法人税率による課税

※一定の要件を満たす土地の譲渡益に
ついて、税率の軽減や譲渡益の控除
の特例あり

取得段階 保有段階 譲渡段階

〔現行の土地に関する主な税目と特例措置の例〕

土地税制の概要
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平成２６年度に適用期限を迎える主な税制特例（不動産証券化税制）

税目 特例措置 減収額の規模感

登録免許税・

不動産取得税

○Jリート・特定目的会社が取得する不動産に係る特例措置

（登録免許税（移転登記）：１．３％、不動産取得税：課税標準３／５控除） ６０億円

登録免許税・

不動産取得税

○特例事業者が営む不動産特定共同事業において取得する不
動産に係る特例措置

（登録免許税（移転登記）：１．３％、登録免許税（保存登記）：０．３％、

不動産取得税：課税標準１／２控除）

０．２億円

法人税・所得税等
○投資法人等に係る導管性要件等の見直し

（税会不一致への対応）

５７０億円
（導管性要件を満たすことに

よる減収額）

平成１０年度：創設（特定目的会社）
平成１３年度：対象にJリートを追加
平成２５年度：２年間延長

平成２５年度：創設
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平成２６年度に適用期限を迎える主な税制特例

税目 特例措置 減収額の規模感

登録免許税
○土地の所有権移転登記等に係る登録免許税の特例措置

（本則：２％、特例：１.５％）
６７０億円

不動産取得税

○宅地評価土地に係る課税標準の特例（１／２控除） １，８００億円

○土地及び住宅に係る税率の特例（本則：４％→特例：３％） ７４０億円

固定資産税 ○負担調整措置

９５０億円

（上から７３０億、

１億、２２０億）

法人税・所得税等

○長期保有土地等に係る事業用資産の買換特例
例：不動産会社の再開発事業やメーカー企業の研究施設等の事業用資産の再配置等

において活用

７５０億円

・商業地等に係る据置き特例

・商業地等に係る条例減額制度

・税負担急増土地に係る条例減額制度

平成６年度：創設 平成２４年度：３年間延長

昭和５６年度：創設 平成２４年度：３年間延長

平成１５年度：創設 平成２５年度：２年間延長

平成９年度：創設

平成１６年度：創設

平成２１年度：創設

平成２４年度：３年間延長

昭和３８年度：創設 平成３年度：廃止
平成６年度：再度創設 平成２４年度：３年間延長

26
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土地に係る固定資産税の実効税率の推移

・税額は、総務省「固定資産の価格等の概要調書」の課税標準額×税率（1.4％）
・資産額は、平成９年度以降は総務省「固定資産の価格等の概要調書」の決定価格÷０．７とし、平成８年度以前は、内閣府「国民経済計算ストック編」の民有宅地資産額に補正率*を乗じて算出

* 平成９年度以降の「決定価格÷０．７」の値と民有宅地資産額の乖離率

・ 平成６年度評価替えの際に７割評価が導入された結果、増税が目的ではないという趣旨で導入されたにもか
かわらず、現在の実効税率は平成２年度の３倍程度に上昇している。

・ 現行の負担調整措置が始まった平成９年度から土地の評価額が４割強下がったにもかかわらず、税額は２割
弱しか下がっていない。その結果、固定資産税の実効税率は大きく上昇しており、納税者の負担感は重くなっ
ている。

（参考）『自治大臣書簡』（平成4年11月17日付）（抄）
「今回の見直しは、固定資産税にとっては抜本的な改正に等しいものですが、この見直しが、いやしくも増税の目的で行うとの誤
解を受けることとなれば、大変なことになります。（中略）このように今回の固定資産税の見直しは、土地評価の均衡化・適正化
を図ることが目的であり増税を目的とするものではありません。」
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固定資産税評価額【商業地】（左軸）

固定資産税額【商業地】（右軸）

平成

（単位：兆円）

総務省「固定資産の価格等の概要調書」より作成

0.0%

0.1%

0.2%

0.3%

0.4%

0.5%

0.6%

0.7%

商業地等

住宅地

固定資産税の実効税率の推移
（実効税率＝ 税額／資産額）

商業地の固定資産税評価額（実効税率の分母に相当）
と固定資産税額（実効税率の分子）の推移
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【減収額の規模感 670億円】

本則 ～H23.3.31 ～H24.3.31 ～H27.3.31

税率の特例 20/1000 10/1000 13/1000 15/1000

【減収額の規模感 （税率の特例）740億円、（課税標準の特例）1,800億円】〔不動産取得税〕

〔登録免許税〕

＝ ×登録免許税額 税率固定資産評価額（土地については公示地価の７割）

＝ × ×固定資産評価額（土地については公示地価の７割）不動産取得税 課税標準の特例
税率

（本則４％）

取得段階に係る税制（登録免許税、不動産取得税）の特例

• 土地取引の活性化や土地の有効利用を促進する観点から、土地の取得コスト等の低減を図るため、土地等
の取得に係る登録免許税・不動産取得税の軽減措置が講じられている。

～Ｈ１４年度 Ｈ１５～Ｈ１７ Ｈ１８～Ｈ２０ Ｈ２０・Ｈ２１ Ｈ２２・Ｈ２３ Ｈ２４～Ｈ２６

課税標準 税率 課税標準 税率 課税標準 税率 課税標準 税率 課税標準 税率 課税標準 税率

土地

（住宅）
１／２

３％

１／２ ３％ １／２ ３％ １／２ ３％ １／２ ３％ １／２ ３％
土地

（非住宅）

４％

（本則）

建物

（住宅）
－ ３％ － ３％ － ３％ － ３％ － ３％ － ３％

建物

（非住宅）
－ ４％ － ３％ － ３.５％ ９／１０ ４％ ９／１０ ４％ － ４％

※床面積が50～240㎡の新築住宅について、課税標準額から1200万円を控除。中古住宅についても、当該住宅の新築時期により最高で1200万円を控除。 28
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40.8%

14.0%
12.5%

32.8%

三大都市圏外→三大都市圏外
三大都市圏内→三大都市圏外
三大都市圏外→三大都市圏内
三大都市圏内→三大都市圏内

・事業用資産の買換え特例については、企業の所有する長期保有土地等の譲渡益を活用した設備投資を喚
起。土地取引の活性化による土地の有効利用及び地域活性化を促進するために必要不可欠。
・海外に製造業等が流出することを防ぎ、我が国の地域における雇用を維持するための手段としても不可欠。
・特例は、都市部や大企業のみならず、地方や中小企業においても重要。

事業用資産の買換え特例の適用状況

完成イメージ図

所在地 東京都江戸川区

用途 事務所用の土地

所在地 和歌山県和歌山市

用途 研究所の建物

投資額 約160億円
（繰延額は28億円）

【譲渡資産】

買換

・事務所の再配置に伴い遊休となった都内の土地を
売却

・譲渡益を活用して和歌山市の工場内に研究施設
を新設
・次世代環境分野での研究開発力を集約・強化。生
産部門との連携により生産性を向上

事業用資産の買換え特例の活用実績（花王）

【買換資産】

【資本規模別の特例適用実績（法人数ベース）】

【地域別に見た適用実績（件数ベース）】

特例適用法人の2/3が
中小企業。中小企業の

設備投資等の促進による
生産性向上に寄与

適用実績の半分
以上が地方関連

アベノミクスの効
果が地方へと波
及する段階での

役割大

40.8%

14.0%

32.8%

三大都市圏外
における資産取得

１億円以下
66％

１億円超
34％

出典： 「租税特別措置の適用実態調査の結果に関す
る報告書（第186回国会報告）」より作成

出典：国土交通省・経済産業省アンケートにより把握し
た平成21年度、22年度の適用実績を元に作成

長期保有土地等に係る事業用資産の買換特例の適用実績②
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長期保有土地等に係る事業用資産の買換特例の適用実績①

・ 長期保有土地等に係る事業用資産の買換特例の適用件数及び適用総額は不動産業（適用件数32％、適
用総額22％）、製造業（27％、52％）、卸売業（11％、4％）、運輸通信公益事業（9％、12％）、建設業（6％、
2％）等と多岐にわたる事業において、買換特例が活用されている。

農林水産業

2件 0% 鉱業 4件 1%

建設業 47 件 6%

製造業

221件
27%

卸売業

93件
11%

小売業

41件
5%

料理飲食旅館業

9 件 1%

金融保険

35件 4%

不動産業, 265件 , 
32%

運輸通信

公益事業

71件 9%

サービス業

24 件 3%

その他

7件 1%

平成24年度

財務省「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（第186回国会提出）」より作成
※平成24年4月1日から平成25年3月31日までの間に終了した事業年度又は連結事業年度において適用を受けた法人税関係特別措置につ
いて、全数調査（単体法人：954,505法人、連結法人：586法人）。

農林水産業
0%

鉱業
0%

建設業
2%

製造業
52%

卸売業
4%

小売業
2%

料理飲食旅館業
1%

金融保険
3%

不動産業
22%

運輸通信公益事業
12%

サービス業
2% その他

0%

平成24年度実績

適用件数 ８１８件

適用総額 ２，７９０億円

上位１０社の適用総額合計 １，０８９億円（38.9％）

平成24年度実績（件数ベース）

平成24年度実績（適用総額ベース）
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